
上⽥⻑野地域の⽔道事業広域化について

令和４年11月20日（日） 生涯学習センター
令和４年11月24日（木） 松代文化ホール
令和４年11月27日（日） 篠ノ井総合市⺠センター
令和４年11月29日（火） 東部文化ホール

⻑野市上下⽔道局
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はじめに

⽔道事業は、皆様からの⽔道料金で運営していますが、将来の人口減少
による料金収⼊の減少や⾼度経済成⻑期に整備された施設の⽼朽化により
更新費用の増加などが見込まれます。

加えて、ベテラン職員の大量退職と少子化による担い手不足、近年多発
する大規模災害への対応などから⽔道事業の経営は年々厳しさを増してい
ます。これは本市に限ったことではなく、全国的な課題となっています。

最近、和歌山市や静岡市では、施設の⽼朽化や豪雨災害により大規模な
断⽔が⻑期にわたり発生しました。出るのが当たり前と思っていた⽔が突
然出なくなり、臨時給⽔場に市⺠が列をなす状況を⽬にしますと、改めて、
⽔道⽔が生活に欠かせないものと実感しています。

市⺠生活の基盤である⽔道は、未来においても安全・安⼼にお使いいた
だくため持続可能な事業運営をしていかなければなりません。

そのためには、⽔道の基盤を強化する必要があり、現在、手法の一つで
ある⽔道事業広域化の検討を進めています。

⽔道の将来について市⺠の皆様と一緒に考え、⽔道事業についてのご意
見を伺いたいと考えています。
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出典：内閣府「政府広報オンライン」

水源から安全な水が届くまで(水道事業の流れ)

⽔道事業は、原則として市町村が経営し、
事業に必要な経費は、⽔道料金で賄う独立採算制となっています。
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⼾隠⻤無⾥

中条

信州新町

大岡

⻑野地区

犀南地区

松代

千曲川

犀川

若穂

信更

長野市における水道事業

市営⽔道

県営⽔道

行政区域堺

篠ノ井、川中島、更北及び信更地区の一部は県企業局（県営⽔道）
その他の地域は⻑野市上下⽔道局（市営⽔道）が、
取⽔から浄⽔処理を行い各家庭へ給⽔を行っています。

⼾隠⽔源

往生地浄⽔場
夏⽬ケ原浄⽔場

犀川浄⽔場

四ツ屋浄⽔場

主要施設

裾花川
裾花⽔源

犀川⽔源

川合新⽥⽔源
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広域化を検討している区域

染屋浄⽔場諏訪形浄⽔場

八幡浄⽔場

石舟浄⽔場

本郷浄⽔場

四ツ屋浄⽔場

犀川浄⽔場
⻑野市営⽔道

千曲市営⽔道

県営⽔道
上⽥市営⽔道

⻑野市

千曲市

坂城町
上⽥市
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長野市の水道事業

給⽔人口 給⽔⼾数 ⽔源 浄⽔場 配⽔池 管路延⻑

266,017人 120,265⼾ 56箇所 20箇所 256箇所 2,469㎞

有収率 有効率 基本料金
φ13

基本料金
φ20

供給単価
（㎥当り）

給⽔原価
（㎥当り）

85.7％ 88.9％ 1,199円/月 1,650円/月 211.89円 182.33円

大町ダム

事業概要（R4.3末）

奥裾花ダム

⻑野市の⽔道は、明治44年に整備計画を策定、市の北⻄部に位
置する⼾隠村に貯⽔池を築造し、往生地浄⽔場に導⽔して、大正
４年４月より給⽔を始めました。

その後、市勢の発展に伴う人口増加や生活⽔準の向上による使
用⽔量の伸びにより７回にわたって拡張事業を実施しています。

平成17年１月１日に行われた１町３村の合併により豊野町⽔道
事業を譲り受けました。平成21年には⻑野市環境部で所管してい
た３つの簡易⽔道事業を引継ぎ、平成22年には信州新町、中条村
との合併により２つの簡易⽔道事業を引き継ぎました。

現在は、５つの簡易⽔道事業を統合して⻑野市上⽔道事業とし
て事業を行っています。

水道事業の沿革
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長野市の水道事業

⼾隠⽔源

往生地浄⽔場

夏⽬ケ原浄⽔場

犀川浄⽔場

川合新⽥⽔源
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長野県企業局の水道事業
事業概要（R4.3末）

給⽔人口 給⽔⼾数 ⽔源 浄⽔場 配⽔池 管路延⻑

183,759人 79,483⼾ 16箇所 2箇所 52箇所 1,460㎞

有収率 有効率 基本料金
φ13

基本料金
φ20

供給単価
（㎥当り）

給⽔原価
（㎥当り）

86.4％ 86.5％ 1,413円/月 3,313円/月 173.0円 158.3円

四ツ屋浄⽔場

諏訪形浄⽔場

⻑野県の⽔道事業（末端給⽔事業）は、昭和39年に塩⽥町・川
⻄村に給⽔を開始し、昭和40年に坂城町、上山⽥町、⼾倉町の一
部を昭和41年に⻑野市篠ノ井・川中島・更北、更埴市埴生団地、
昭和42年に更埴市稲荷山、⼾倉町、更埴市森・倉科・雨宮・⼟口、
昭和43年に⼾倉町更級に給⽔を開始しました。

現在は千曲川の表流⽔（諏訪形浄⽔場）と⻑野市の地下⽔（四
ツ屋浄⽔場）を⽔源として、上⽥市から⻑野市に⾄る千曲川沿岸
の３市１町（⻑野市・上⽥市・千曲市の一部及び坂城町）に⽔道
⽔を供給しています。

用⽔供給事業は、昭和57年に送⽔を開始し、県営奈良井ダムを
⽔源として、松本市、塩尻市及び山形村の２市１村に⽔道⽔を供
給しています。

水道事業の沿革
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上田市の水道事業

給⽔人口 給⽔⼾数 ⽔源 浄⽔場 配⽔池 管路延⻑

131,192人 58,780⼾ 28箇所 ５箇所 98箇所 1,032㎞

有収率 有効率 基本料金
φ13

基本料金
φ20

供給単価
（㎥当り）

給⽔原価
（㎥当り）

84.2％ 85.7％ 712円/月 1,853円/月 154.68円 154.58円

事業概要（R4.3末）

染屋浄⽔場

石舟浄⽔場

上⽥市は大正８年に市政を施行しました。当時は井⼾⽔を使用
していましたが、大正12年に千曲川表流⽔を⽔源とする染屋浄⽔
場を建設し、本格的な⽔道事業を開始しました。

昭和46年の菅平ダムへの参画と石舟浄⽔場の新設に合わせ、殿
城簡易⽔道を統合し、昭和51年には川⻄村簡易⽔道と合併しまし
た。

平成18年3月の上⽥市、丸子町、真⽥町、武石村との合併まで
に５回にわたる拡張事業を実施し、平成29年4月1日からは、丸子
地区、真⽥地区、武石地区にある上⽔道及び簡易⽔道をすべて上
⽥市⽔道事業に統合し、⽔道事業を行っています。

水道事業の沿革
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千曲市の水道事業

給⽔人口 給⽔⼾数 ⽔源 浄⽔場 配⽔池 管路延⻑

6,685人 2,585⼾ 12箇所 5箇所 16箇所 95㎞

有収率 有効率 基本料金
φ13

基本料金
φ20

供給単価
（㎥当り）

給⽔原価
（㎥当り）

83.4％ 83.5％ 1,413円/月 3,313円/月 174.22円 157.17円

事業概要（R4.3末）

八幡浄⽔場

本郷浄⽔場

千曲市の⽔道事業は、⻑野県下の町村で最も早い時期となる
大正7年に「⽔道敷設許可申請書」を提出し、大正10年2月着工、
同年11月に竣工となり、大正11年1月1日より給⽔が開始されま
した。

昭和30 年前後の昭和大合併を機に、八幡村区域や稲荷山町の旧
桑原村区域に⽔道事業の広がりを見せました。

昭和42 年には県営⽔道の給⽔が開始されましたが、計画どおり
に加⼊率が伸びませんでした。その後、稲荷山⽔道の⽼朽化と⽔
源の台風被害による⽔質の悪化や⽔不足などから、全⼾が県営⽔
道に切り替えを行いました。

昭和30 年代前後に設置された八幡⽔道や佐野小坂簡易⽔道等
は、良好な⽔質であったことなどから、市営⽔道として継続して
います。

水道事業の沿革
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◆課題１ 人口減少などにより、料金収⼊が大幅に減少

Ｒ１
2019年

50年後 Ｒ51
2069年

県営⽔道

市営⽔道

水道事業は様々な課題に直面しています
■将来予測から見える課題

料金収⼊
約33億円

料金収⼊

約60億円

35％減少

約39億円

約22億円

33％減少

50年後

38％

267,895(人)
254,383(人)

237,342(人)
217,243(人)

193,681(人)

169,072(人)
184,972(人)

172,738(人)
158,356(人)

142,820(人)
125,676(人)

108,367(人)

2020年 2030年 2040年 2050年 2060年 2070年

77,986(㎥/日)74,446(㎥/日)
69,515(㎥/日)

63,798(㎥/日)

57,120(㎥/日)

50,162(㎥/日)
52,967(㎥/日)

49,406(㎥/日)
46,407(㎥/日)

42,942(㎥/日)
38,964(㎥/日)

34,852(㎥/日)

2020年 2030年 2040年 2050年 2060年 2070年

50年間で約4割減少

50年間で約４割減少

給⽔人口

有収⽔量

料金収⼊
市営⽔道
県営⽔道

Ｒ１
2019年

Ｒ51
2069年

11



◆課題２ 施設の⽼朽化などにより、維持管理や更新に膨大な費用が必要
水道事業は様々な課題に直面しています

0

50

R1 R51

0

50

R1 R51

約47億円
約63億円

約30億円 約36億円

約1.3倍増加

約1.2倍増加

（億円）

（億円）

年間約22億円の管路更新を行っているが
経年化率が増加している

経年化率が微増している

管路の経年化率 維持管理費用

県営⽔道

市営⽔道市営⽔道

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

9.8% 10.9%
12.6% 13.5%

14.7%
16.9%

19.0%
21.1%

22.9%

2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年

8.7% 9.0%
7.3% 8.0% 8.3% 7.7% 8.1% 8.6% 8.9%

県営⽔道
2019年 2069年

2019年 2069年
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◆課題３ ⽔道事業を支える人材が不足

職員数

110人
70人

8%減少

36％減少
H15

2003年
県営⽔道

市営⽔道

水道事業は様々な課題に直面しています

136人

41％減少

19%減少

職員数
48人

44人
26人

50年後

50年後

職員数

全国に約4,300の⽔道事業が存在
小規模で職員数が少ない⽔道事業者が非常に多い。
⽔道事業に携わる職員数は、ピークと比べて39％程
度減少している。

2
3
4
7
13
33

111
243

987

0 500 1000

3027
76

213
412

196
342

56
12
14

0 200 400 3000 800

0.5万人未満
0.5万人未満

0.5万〜1万人
1万〜3万人
3万〜5万人

5万〜25万人
25万〜50万人

50万〜100万人
100万人以上

⽔道事業における職員数の推移

給⽔人口別の⽔道事業数と平均職員数（令和元年度）

（簡易⽔道事業）

⽔道事業者数

平均職員数

Ｒ１
2019年

Ｒ51
2069年

H15
2003年

Ｒ１
2019年

Ｒ51
2069年

給⽔人口

職員数（全国）

（人）
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水道事業は様々な課題に直面しています

静岡市ＨＰより

台風15号の大雨により取⽔口が
ふさがれ６万３千⼾が断⽔

最近の大規模断⽔の事例 静岡市

◆課題４ 近年多発する大規模災害などの緊急時の対応が必要
（危機管理対策）
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水道事業は様々な課題に直面しています

六十谷⽔管橋破損
⽼朽⽔道橋の落下により６万⼾が断⽔

国⼟交通省近畿地方整備局ＨＰより

最近の大規模断⽔の事例 和歌山市

◆課題４ 近年多発する大規模災害時などの緊急時の対応が必要
（危機管理対策）
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水道事業は様々な課題に直面しています

◆⽼朽管破裂事故
平成30年11月13日発生
場所：若槻団地
影響⼾数：4,800⼾
復旧に要した日数：７日

漏⽔状況

管路状況
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水道事業は様々な課題に直面しています

◆令和元年度東日本台風による⽔道管被害
令和元年10月13日発生
場所：⻑沼

豪雨による道路状況 管路状況
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水道事業は様々な課題に直面しています

◆令和元年度東日本台風による⽔道管被害
令和元年10月13日発生
場所：若穂保科 笹平⽔源

豪雨による道路状況

管路状況

管路状況
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■⻑野市上下⽔道局、県企業局の使命

水道事業の使命

「安全・安⼼な⽔の供給」

「⽔道の持続性の確保」

「強靭な⽔道施設の実現」

⽔道の基盤を強化し

市⺠の皆様の
健康と生活の向上に貢献
することです。

「基盤強化」とは
⽔道事業に係る 人的（ヒト） 物的（モノ） 財政的（カネ）
を強化することです。
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これまでの広域化検討の経過 20

平成21年 「県営⽔道事業移管検討会」を設置
関係市町へ事業を移管する検討を行ったが千曲市、坂城町に県営⽔道
の⽔源がないことから検討を休止

平成26年 「⽔道事業運営研究会」を設置
将来の広域化・広域連携を見据えた地域にふさわしい⽔道事業のあり
方を検討

平成30年 ⽔道法改正
持続可能な⽔道事業に向けた経営基盤強化のため、広域化の推進等が

打ち出される
令和２年 厚生労働省による上⽥⻑野間「⽔道施設最適配置計画策定業務委託」を

実施（R3.5.28 結果公表）
令和３年
７月12日 厚生労働省の検討結果を受けて３市１町の⾸⻑による県知事要望
７月30日 「上⽥⻑野地域⽔道事業広域化研究会」を設置

詳細な財政シミュレーション等の業務を外部委託
令和４年
３月29日 上⽥⻑野間の財政シミュレーションの結果報告を受け公表
６月27日〜 財政シミュレーションの検討結果について、住⺠自治協議会役員へ説明



経費の削減・施設の統廃合を図り
⽔道料金の値上げ抑制
適切な施設更新
専門人材の確保・育成
災害対応、緊急対応

広域化・広域連携の手法を用いて
⽔道の基盤強化を図ることができ
ないか検討を行っています。

４つの⽔道事業体が一つとなり
上⽥⻑野間の⾼低差を利用した
自然流下による⽔運用と
事業規模の拡大による経営の安
定化により

広域化を検討している区域
（全体で約59万人）

（約27万人）

（約0.7万人）

（約18万人）

（約13万人）

⻑野市営⽔道

千曲市営⽔道

県営⽔道

上⽥市営⽔道

（ ）内は現在の給⽔人口

なぜ今、広域化(広域連携)の検討をするのか 21



⻑野市営⽔道

上田長野地域で想定される広域化の形態

千曲市営⽔道

県営⽔道

上⽥市営⽔道

・４つの⽔道事業を統合
・企業団を設立、事業・組織が

一つになる
・上⽥⻑野地域が一体化され効率

的な⽔運用が可能
・会計、決算、⽔道料金が統一
・国の補助金を活用して施設整備

ができる

個別経営

・経営主体が一つ、事業は別形態
・企業団を設立、複数の事業を

経営
・会計や決算は既存事業のまま

継続
・事業ごとに料金体系を設定

・現状の４事業を個別経営
・会計や決算は既存事業のまま

継続
・事業ごとに料金体系を設定

・管理の一体化（⽔質検査等）

・災害時の応援体制の整備

経営の一体化 事業統合
旧⻑野市営⽔道

旧千曲市営⽔道

旧県営⽔道

旧上⽥市営⽔道

企業団
⻑野市
千曲市
坂城町
上⽥市

企業団
⻑野市
千曲市
坂城町
上⽥市
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県企業局、上⽥市、坂城町、千曲市、⻑野市が
単独で事業を続けた場合と広域化により事業統合し経営を一体化した場合
のメリット・デメリットの整理

課題１ 将来の⽔道料金の試算
50年間の⽔道料金の財政シミュレーション作成

課題２ 整備計画の策定
施設の統廃合、将来必要となる施設整備（更新）の整理

課題３ 人材確保・育成
組織体制・人員構成の検討 ⇒ 今後詳細に検討

課題４ 災害対応、緊急対応
非常時の⽔運用、⽔源・浄⽔場のバックアップ体制の整理

課題１ 人口減少などによる料金収⼊の減少
課題２ 施設の⽼朽化により膨大な維持管理・更新費用が必要
課題３ ⽔道事業を支える人材不足
課題４ 近年多発する大規模災害の緊急時対応（危機管理対策）

課題に対応した検討内容

検討内容
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（課題３）
⽔道事業に携わる専門人材の育成・確保ができます。

（課題２）
国の財政支援により、配⽔池や浄⽔場、⽔道管などの⽔道
設備の更新や耐震化が進みます。

（課題１）
⽔道料金の値上げの幅を小さくし、将来を担う世代の負担
を減らします。

広域化（事業の統合）による効果
⽔道事業単体で事業を継続していくよりも広域化により事業統合することで
経費の削減、災害時の対応強化、必要な人材の確保
を図ることができ、より⽔道の基盤を強化することができます。

（課題４）
浄⽔場間の連絡管、送⽔幹線の二重化の整備により緊急時
でも⽔道⽔が供給できるようになります。
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100
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200
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300

350

400

450

2020年度 2030年度 2040年度 2050年度 2060年度 2070年度

供
給
単
価
（
円
/㎥

）

事業統合 ⻑野市

（令和2年度） （令和12年度） （令和22年度） （令和32年度） （令和42年度） （令和52年度）

2037年度（令和19年度）以降の効果

289億円72億円

値上げの抑制効果

事業統合
（仮2025（R7）)

料⾦統⼀までは既存事業（⻑野市）の供給単価（点線）

料⾦統⼀
（仮2037（R19）)

個別運営時の供給単価

210.3

332.7
306.1

広域化の効果
361億円

広域化（事業の統合）による効果（課題１）

◆将来の供給単価の推移（市営⽔道）
※「供給単価」：⽔道⽔1㎥あたりの販売単価

事業統合時の供給単価
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350

400

450

2020年度 2030年度 2040年度 2050年度 2060年度 2070年度

供
給
単
価
（
円
/㎥

）

事業統合 企業局

（令和2年度） （令和12年度） （令和22年度） （令和32年度） （令和42年度） （令和52年度）

2037年度（令和19年度）以降の効果

130億円

事業統合
（仮2025（R7）)

料⾦統⼀までは既存事業（企業局）の供給単価（点線）

料⾦統⼀
（仮2037（R19）)

個別運営時の供給単価

62億円

値上げの抑制効果

172.5

324.7
306.1

広域化の効果
192億円

広域化（事業の統合）による効果（課題１）

◆将来の供給単価の推移（県営⽔道）

事業統合時の供給単価
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事業統合 ： 個別経営（ ⻑野市 千曲市 上⽥市 企業局）

2020年度 2030年度 2040年度 2050年度 2060年度 2070年度
(令和2年度)   (令和12年度) (令和22年度) (令和32年度) (令和42年度) (令和52年度)

450

400

350

300

250

200

150

供
給

単
価

（
円

/㎥
）

2037年度（令和19年度）に料金統一（仮）

事業統合
（仮2025（R7）)

ここまでは４事業の平均値⇒

広域化（事業の統合）による効果（課題１）

◆供給単価の推移（個別経営と事業統合の比較）
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事業体別 50年間の削減効果 平均年間一人当たりの削減効果
⻑ 野 市 361億円 3,564 円/人/年
千 曲 市 22億円 9,760 円/人/年
上 ⽥ 市 94億円 1,909 円/人/年
企 業 局 192億円 2,753 円/人/年
合 計 669億円 3,006 円/人/年

市 町 別 50年間の削減効果 平均年間一人当たりの削減効果

⻑ 野 市 467億円 3,340 円/人/年
千 曲 市 71億円 3,567 円/人/年
上 ⽥ 市 119億円 2,037 円/人/年
坂 城 町 12億円 2,753 円/人/年
合 計 669億円 3,006 円/人/年

467億円の効果は
経営面からすると年間９億円以上の経費削減した場合と同等となります。

広域化（事業の統合）による効果（課題１）

◆広域化・広域連携効果の試算
28



◆施設の統廃合
八幡浄⽔場・本郷浄⽔場
廃止
夏⽬ケ原浄⽔場・往生地
浄⽔場の早期廃止

◆送⽔管の二重化
千曲川の右岸に国の補助
金を活用し、新たに送⽔
管を整備

◆浄⽔場間の連絡管
犀川浄⽔場と四ツ屋浄⽔
場、染屋浄⽔場と諏訪形
浄⽔場を連絡管で結ぶ

広域化（事業の統合）による効果（課題２・４）

千曲川

犀川

万葉橋

犀川浄⽔場
（⻑野市）

四ツ屋浄⽔場
（企業局）

八幡浄⽔場
（千曲市）

染屋浄⽔場
（上⽥市）

諏訪形浄⽔場
（企業局）

川合新⽥⽔源
（⻑野市）

危機管理体制の強化

施設管理・投資の効率化

往生地浄⽔場
（⻑野市）

夏⽬ケ原浄⽔場
（⻑野市）
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給⽔人口 職員数
⻑ 野 市 267,895人 110人
上 ⽥ 市 131,982人 42人
千 曲 市 6,774人 3人
企 業 局 184,972人 44人
合 計 591,623人 199人

広域化（事業の統合）による効果（課題３）

参考 政令指定都市の職員数

企業団となった場合には、職員を確保することが可能となり
「⽔道事業に特化した専門集団」を形成することができます。

◆⽔道事業に携わる専門人材の育成・確保

給⽔人口 職員数
静 岡 市 677,372人 189人
浜 松 市 771,041人 177人
岡 山 市 701,090人 339人
熊 本 市 708,616人 204人

各事業体の職員数（Ｒ１現在）
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効果と課題（まとめ）

■広域化（事業の統合）することの効果
・国の財政支援の活用や経費削減による、⽔道料金値上げの抑制効果が

あります。
・送⽔管の二重化などの整備により、上⽥⻑野間の地域全体で緊急時の

対応強化となります。
・一定規模の職員を確保することで、専門人材の確保・育成や危機管理

体制の強化となります。
・市域全体に同一の上下⽔道サービス（料金等）が提供されます。

■広域化（事業の統合）した場合の課題
・お客様窓口を集約化した場合にサービスの低下の可能性があります。
・各自治体の意向が反映されづらい可能性があります。
・下⽔道事業の分離による業務効率が低下する可能性があります。
・メリットの事業体間の差異があります。

31



今後のスケジュール

⻑野市上下⽔道局では、以下のように検討を進め、将来の⽔道事業のあ
り方について方向性を出していきたいと考えております。

平成30年公布
⽔道の基盤強化、
⽔道事業者間の連
携等の推進が追加

関係市町の⾸⻑に
よる知事要望

将来の財政シミュ
レーション結果の
公表

研究会の検討状況に
ついて説明会を開催

「上⽥⻑野地域
⽔道事業広域化
研究会」を設置

市⺠意見等を踏ま
え検討を行い方向
性をとりまとめ

県知事要望 検討結果公表

方向性のとりまとめ水道法改正

市⺠説明会

研究会設立 地域役員説明会
住⺠自治協議会
役員説明会

H30 R3 R4
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本日のまとめ

 ⽔道事業が抱えている課題に対応するために
⽔道の基盤強化が必要

 基盤強化の手法として広域化を検討
１ 事業を統合して経営を一体化
２ このまま事業を継続する個別経営

 検討の結果
事業統合が最も効果がある

 この結果を
市⺠の皆様に説明し、ご意見を伺い更なる検討を行い
広域化の方向性を決定する
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住民自治協議会役員説明会での主な質問

・広域化した場合、水道料⾦はどうなるのか
⇒事業統合することで国の財政支援を活用し、施設整備等を進めること

で料金値上げを抑制できると見込んでいます。
・広域化した場合の経営はどうなるのか。⺠営化になるのか

⇒事業統合した場合、⻑野市も参画した企業団による経営を考えている。
⺠営化は考えていない。

・下水道事業はどうなるのか
⇒引き続き市で経営することとなる。⽔道との連携は必要であり、現在

検討中である。
・事業体によって水道料⾦の違いがあるが、水量料⾦の安い市からの意見
はないのか
⇒現在の検討では、全ての事業体に料金上昇抑制の効果があると試算さ

れた。今後、各市町で説明を行い意見を聞いていく。
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住民自治協議会役員説明会での主な意見

・⽔道事業の基盤強化へ向けた検討であることは理解した。
・財政シミュレーションを見ると⻑野市としては反対する理由がない。
・広域化することで国の支援を活用し、料金の値上げ抑制効果があること

は理解した。
・今回の検討が生活にどのように影響があるのかわからない。
・住⺠には直接関係ないのではないか。
・⽔道はなくてはならないものなので、適切な経営をしてもらいたい。
・組織の合理化による住⺠サービスの低下、事故や災害時にもサービスの

低下にならないように進めてほしい。
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近年の広域化・広域連携の実施例
統合年次 事業体名 計画給⽔人口 内容 統合まで

要した時間

平成26年４月 岩手中部⽔道企業団 221,630人 岩手県中部地域の用⽔供給事業者と受
⽔事業者が統合 12年２か月

平成28年４月 秩父広域市町村圏組合 111,211人 埼玉県秩父地域の⽔道事業を一元化す
るため複数の⽔道事業者が統合 ７年５か月

平成28年４月 群馬東部⽔道企業団 444,000人 群馬県東部地域の⽔道事業を一元化す
るため複数の⽔道事業者が統合 ７年

平成29年４月
平成31年４月
令和３年４月

大阪広域⽔道企業団 444,200人 大阪府域一⽔道を⽬指し、経営統合を
拡大中 ３年７か月

平成30年４月 香川県広域⽔道企業団 約970,000人 香川県内の⽔道事業を一元化するため、
香川県と県内の⽔道事業者が統合 10年

平成31年４月 かずさ⽔道広域連合企業団 321,500人 千葉県君津地域の用⽔供給事業者と受
⽔事業者が統合 12年２か月

平成31年４月 ⽥川広域⽔道企業団 94,150人 福岡県⽥川地域の用⽔供給事業者と受
⽔事業者が経営統合 10年８か月

令和２年４月 佐賀⻄部広域⽔道企業団 154,600人 佐賀⻄部地域の用⽔供給事業者と受⽔
事業者が統合 12年２か月

令和２年４月 群馬東部⽔道企業団 454,000人
群馬県東部地域の⽔道事業一元化の次
のステップとして用⽔供給事業者と受
⽔事業者が統合

４年

統合調整中 広島県⽔道広域連合企業団 広島県と14市町が企業団の設立に向
けて準備中

統合調整中 奈良県 奈良県域⽔道一体化を⽬指し検討中
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近年の自然災害による水道の被害状況

地震名 発生日 最大震度 断⽔⼾数 断⽔継続期間

⻑野県神城断層地震 平成26年11月22日 ６弱 約1.3千⼾ 25日

熊本地震 平成28年４月14日・16日 ７ 約44.6万⼾ 約3ケ月半

鳥取県中部地震 平成28年10月21日 ６弱 約1.6万⼾ ４日

大阪府北部を震源とする地震 平成30年６月18日 ６弱 約9.4万⼾ ２日

北海道胆振東部地震 平成30年９月６日 ７ 約6.8万⼾ 34日

福島県沖の地震 令和３年２月13日 ６強 約2.7万⼾ 6日

福島県沖の地震 令和４年３月16日 ６強 約７万⼾ ７日

時期 地域名 断⽔⼾数 断⽔継続期間

平成30年７月 豪雨（広島県、愛媛県、岡山県） 約26.3万⼾ 38日

平成30年９月 台風第21号（京都府、大阪府等）
台風第24号（静岡県、宮崎県等）

約1.6万⼾
約2.0万⼾

12日
19日

令和元年９月 房総半島台風（千葉県、東京都、静岡県） 約14.0万⼾ 17日

令和元年10月 東日本台風（宮城県、福島県、茨城県、栃木県等） 約16.8万⼾ 33日

令和２年７月 豪雨（熊本県、大分県、⻑野県、岐⾩県、山形県等） 約3.8万⼾ 56日

主な地震による被害

主な大雨による被害
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長野市上下水道局による災害応援

小川村
発 生 日：令和４年８月７日
発生状況：大雨により、小川村の導⽔管及び取⽔口が破損し、浄⽔

場に送⽔ができない状態となり、約250世帯に断⽔が発生
活動内容：⻑野市、県企業局、須坂市、中野市、飯山市、信濃町によ

り給⽔車を派遣し、給⽔活動を実施した。

給⽔活動の様子
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長野市上下水道局による災害応援

静岡市
発 生 日：令和４年９月23日
発生状況：台風15号に伴う大雨の影響で、取⽔口に⼟砂・流木の流⼊

及び⽔管橋の落橋などにより静岡市清⽔区のほぼ全域の約
63,000⼾で断⽔が発生

活動内容：⻑野市及び県内他市の⽔道事業体により、給⽔車を派遣し、
給⽔活動を実施した。

給⽔活動の様子
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用語集
・有収率 つくった⽔道⽔が、どの程度皆様に届けられているかを示

す割合
・有効率 配⽔量のうち、有効に利用された⽔量の割合
・有収⽔量 料金収⼊に結び付く⽔量のこと
・供給単価 有収⽔量１㎥あたりどれだけ収益を得ているのかを表す

もの
・給⽔原価 有収⽔量１㎥あたりどれだけの費用がかかっているのか

を表すもの
・経年化率 法定耐用年数を超えた管路の割合
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